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石川民医連メンタルヘルス委員会 小池隆行

2025.7.5 全日本民医連第２回公認心理師・臨床心理士全国交流会

はじめに

はじめに、能登半島地震の発生直後より石川へ駆けつけられ、現地へ

も赴いていただき、その後の豪雨災害も合わせて、１年にわたりご支援

をいただいた全日本民医連、青森、東京、奈良、岡山、熊本の各県連お

よび心理職のみなさまに、心よりお礼申し上げます。ありがとうござい

ました。

今回のメンタルケアの取り組みは、被災者支援の大きな一要素であり、

石川だけではなし得なかったことです。しかしあらためて振り返ると、

経験のない大災害、支援受け入れの経験がなかったこと、主体的力量の

問題などが重なり、ベストな対応ができていたとは言えず、受け入れ側

の動きとしてはいくつもの悩みと反省がありました。

今後心理職の方々の支援がまた必要になった時に、それらを活かすこ

とができれば、と考え、報告を行います。
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１．石川民医連におけるメンタルヘルス活動

県連メンタルヘルス委員会

精神科医、臨床心理士・公認心理師（内部、外部各1）、

法人衛生委員会（法人人事部長兼務）、県連内病院副看護部長（同病院衛生委員会兼務）、

組合、委員会事務局として県連共済専務理事

１）メンタルヘルス相談室（常設）

 新入職員（全員）  中途採用者（実施状況は変動あり）

 職員個人から直接の申し込みによる相談

 職場からの要請に対応して職場単位の相談

２）メンタルヘルスニュースの発行

3ヵ月に1回定例＋コロナや震災に対応して臨時号発行

３）教育、研修

 新入職員：オリエンテーションで「ストレスマネジメント」講義、県連制度教育と

して全日本民医連学習動画「ピアサポート」の視聴

 勤医協作成の「ハラスメントのない職場を目指して」動画についてのお知らせ

 ほか、各事業所独自に、ハラスメント、メンタルヘルス等をテーマに学習会を実施

しているが、県連全体を対象とした研修は近年できていない

月１回定例開催

1/ 1 県連に対策本部設置

1/ 2 MMATからの助言も受け、

対策本部にてメンタルケアについての課題を確認

1/9 12 小池、輪島支援

1/9 13 MMAT川上氏、宮川氏が石川入り

２．能登半島地震 活動開始まで

2024/1/1 能登半島地震発生

対策本部に参加、現地視察
も踏まえて、課題の整理、
石川と全日本をつないで

迅速に動きを作っていただ
いた。
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1/11 県連から全日本民医連に心理職支援要請発出

メンタルケア部門の体制調整

全職員対象に「こころの健康チェック」実施（対策本部）

1/15 全日本民医連から各県連に心理職支援要請発出

地震対策本部内へ専門部門を設置

『メンタルヘルスニュース臨時号１』発行

『こころの相談室のご案内』

1/16 全日本民医連職員健康管理委員会との打合せ開始

1/18 ヘルスケア部門と全日本民医連、支援者の合同会議開催

1/19 支援心理職による面接開始（直接対面）

県連メンタルヘルス委員会

対策本部ヘルスケア部門

３．合同会議での枠組み決定
1/18  ヘルスケア部門と全日本民医連、支援者での合同会議

参加メンバー

県連メンタルヘルス委員会

宮川氏（全日本民医連理事、MMAT）

支援心理職

• 池田氏（東京・代々木病院）

• 安木氏、齊藤氏（熊本・菊陽病院）

情報共有

震災概況、道路・交通状況

事業所の状況と活動

職員のこころのケアチェック集計

職員の地震被害状況調査集計

菊陽病院より、熊本地震時における心理職の

活動記録と資料を提供いただいた

協議・確認すべきことは何か、
何を準備すればいいか…
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全体の枠組みを決める 「災害時の心理職面接について」協議、確認

• 面接の目的

 スクリーニングとリファー

 心理教育

 現場が求めるニーズをききとる

 アウトリーチで足を運ぶことで、相談しやすい環境づくりを通

して、サポート希求行動を促す

• 対象と評価方法

輪島・羽咋については全職員を対象とする。

他の事業所も、一定数の対象者がいれば派遣する。

管理者、職責から実施することを検討する。

面接冒頭はＫ６を使用しスクリーニングを行う。

• 対応上の留意点

管理者へのフィードバックを前提とすること、そのルートについて。

リファー先と相談ルートについて。

面接記録（個別）と支援記録（１日単位）の記載と共有について。

池田 氏

安木 氏
齊藤 氏

1/15～ 毎週 月、水、金の往復定期便を設定（7時発、17時前後帰着）

輪島診療所

羽咋診療所

1/18（木）15時会議に参加、金沢泊
1/19（金）金沢発（定期便）、PM活動、輪島泊1/20
（土）AM活動、金沢へ戻りホテル宿泊1/21（日）熊本へ
戻る

1/18（木）15時会議に参加、金沢泊
1/19（金）金沢発、活動（送迎別途必要）

17:15～ 全日本民医連 職員健康管理委員会打合せ
19時過ぎの新幹線で東京に帰る

全職員対象に順次面接
２部屋は確保
業務状況見て順に事務⾧が呼ぶ

事業所で今回分セレクト、8名を予定

直近の予定の確認
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４．面接を開始して

１月

２月 

スケジューリングが難しく…

手待ち時間が発生。
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手待ち時間が発生。オリエンテーションが不十分。

前夜着
６：５０ 集合
７：００ 金沢→輪島移動

手待ち時間が発生。オリエンテーション不十分。支援者へのケアも課題。

前夜着
６：５０ 集合
７：００ 金沢→輪島移動

～１７時頃 移動
～１８：００ 申し送り
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1/25 『心理職による巡回面接のご案内』発出

1/26 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

1/29 ヘルスケア部門会議

2/  1 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

2/  5 ヘルスケア部門会議

『メンタルヘルスニュース臨時号２』発行

2/  8 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

2/26 ヘルスケア部門会議

『メンタルヘルスニュース臨時号３』発行

2/29 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

3/11 ヘルスケア部門会議

3/28 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

4月 震災後３か月こころと身体の健康についてのアンケート実施

4/25 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

6/20 ヘルスケア部門と全日本職員健康管理委員会の打合せ

 定期打合せはいったん終了とした

県連メンタルヘルス委員会
に機能統合（毎月定期開催）

対策本部ヘルスケア部門

9/22 県連で被害対策緊急合同会議（全日本民医連からも参加）

9/30 臨時メンタルヘルス委員会

10/  2 メンタルヘルス委員会と全日本民医連、支援者での合同会議

・目的、枠組み、帳票などを確認

・震災後のフォローも兼ねる

 支援頂いた心理職に再要請、面接はオンラインで行う

10/  3 県連より心理職支援要請発出

10/  4 スケジューリング

10/  8 支援心理職による面接開始（オンライン）

10/16 心理職打合せ

10/31 心理職打合せ

10/25 対象29名全員終了、うち1名継続

11/12 継続相談含めて豪雨災害の29名全員の面接終結

9/21 奥能登豪雨発生 県連メンタルヘルス委員会

診療所の業務も一定戻っていたが
双方の都合がつけやすかった

事業所任せにせず、担当者が事業
所へ行き、直接調整した

12月末までに支援心理職による面接はすべて終了し、震災後より継続している

１名は常設の県連メンタルヘルス相談室で引き続き対応した。
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５．面接実施状況（概要）

面接開始まで ・地震 1/1発災  1/19（発災18日後）から開始

・豪雨 9/21発災  10/8（発災17日後）から開始ç

震災

・対象 石川民医連の全職員

：輪島と羽咋は全員（診療所と薬局）。他事業所は個別判断。

・面接実施体制 支援 12名（青森、東京、奈良、岡山、熊本県連より）

県連内対応 3名

・直接支援 延べ 33日

・面接実施数と経過 初回面接 132＋5名（全職員1,447名の 9.5％）

 再面接 48名、受診勧奨 3名（面接したうちの 37.8％）

 3回目 13名  4回目 3名  5回目 2名

 12月末時点で1名が継続  県連内メンタルヘルス相談室

・全面接実施数 206回（直接：153回、オンライン：53回）

・面接期間 1/19 2/9（22日間）で初回の132名実施

県連内心理職が対応

水害

・対象 輪島の全職員（診療所と薬局。金沢へ異動した職員含む）

・面接実施体制 支援 7名（青森、東京、熊本県連より）

・すべてオンラインで実施

・面接実施数と経過 初回面接 29名

 再面接 1名  終結、受診勧奨 0名

・全面接実施数 30回

・面接期間 10/8 10/25（18日間）で初回の29名実施

※写真は震災時の面接のもの
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６．面接の様子と役割

ほとんどの被面接者が、個別的具体的な状況や悩み、ストレスを自ら話されて

いたよう。涙を見せるケースも少なくなく、号泣したりずっと泣いていた職員

もいたとのこと。再面接の希望を聞くと「ぜひ」との返答も一定あった。

ふだん話せない思いを出す場となったこと、心理教育の場となったことに加え、

面接終結してよいケースと受診や継続的対応が必要なケースの判断も行われ、

有効な取り組みになったと感じる。フィードバックを受けた管理者にとっても、

職員個人の状況や抱えている思いを知り、関わりの方向性が示されたことは有

効であり、あらためてメンタルケアの重要性について認識を深められた。

震災

「自分は大丈夫と思っていたけどうまく引き出してくれる」「職場ではなかな

か言えないこともあるので、やってもらってよかった」との感想あり。心理職

からも、よいタイミングで実施できたと意見があった。17人がK6が5点以上であ

ったが、本人希望もあり、1名を除き、注意しつつも一旦終結となった。

水害

７．課題（面接について）

１）対象者の選定が難しかった

輪島と羽咋以外は各事業所に判断を委ねたが、実用的な選定基準がない、管理者

含めた職員の多忙等により、事業所管理者自身も相当悩んでいた。

事業所 総数 実施数 割合
城北病院 553 37 6.7%
城北診療所 61 0
城北クリニック 56 7 12.5%
城北歯科 17 4 23.5%
菜の花、本部 28 1 3.6%
おんぼら～と 26 2 7.7%
ほやね城北 23 1 4.3%
健生クリニック 51 0
平和町菜の花 5 0
すみれ 17 0
上荒屋クリニック 32 0
ひだまり 37 0
上荒屋菜の花 6 0
輪島診療所 37 25 67.6%
輪島菜の花 4 3 75.0%

羽咋診療所 47 42 89.4%
羽咋菜の花 3 3 100.0%
寺井病院 74 3 4.1%
手取の里 56 3 5.4%
寺井の家 12 0
しいの木薬局 6 0
小松みなみ診療所 20 0
やすらぎホーム 125 0

訪看あい 11 0
なんぶやすらぎ 46 0

おしのハウス 6 0
けんろく診療所 25 0
けんろく菜の花 3 2 66.7%
県連、勤医協 35 5 14.3%

健康推進部 9 1 11.1%
友の会 15 1 6.7%
合計 1,446 137 9.5%

表．地震後の初回面接実施状況（県連メンタルヘルス相談室への申し込み分を含む）
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初回面接を一通り終了するまで３週間を要した。

地震後面接ではスケジューリングや会場設定などすべて事務長に依頼した。

しかし事務長自身が被災している状況下で、縮小したとはいえ医療と介護の業

務がある上に、職員が被災や避難で出勤できない状況、震災急性期における大

量かつイレギュラーな業務が加わる中で、「短期間に漏れなく」効率的に面接

を実施していくことが、とくに輪島においては相当困難だった。羽咋では管理

師長が配置されており、事務長と業務分担されていたが、それでも過重な負担

は生じた。また、輪島は送迎の日が限られていたこと、羽咋は石川の管理者の

送迎スケジュールの調整に困難があった。

この反省は、豪雨災害時の面接設定に活かされた。

２）実施にあたってのスケジューリング、会場設定等

心理職へのオリエンテーションが不十分な場合があった（とくに前夜着、早朝

発の場合）。面接後、県連内担当者へのフィードバックは行ったが、意見交換

や十分な休憩の時間をとることが難しく、支援者のケアも不十分であった。

３）支援者への対応

面接終結の判断は各心理職によって行われるが、以前から有している精神的不

安性さが震災により悪化、顕在化したケースもあり、面接終結の判断が難しか

ったとの意見があった。

石川県連として、継続的対応が必要な人に対して面接を含めた対応をどのよう

に継続していくのかの協議と決定が遅れた。

４）継続的対応が必要な方の具体的対応方法について

近年、とくにコロナ禍の影響や現場の多忙がある中で、メンタルヘルスに関す

る学習の機会が少なくなってきており、職員自身の学習やラインの機能が弱く

なっていると感じる。上記の、対象者選定が難しかったこともここに一因があ

ると考える。

メンタルヘルス活動では、とくに相談者個々人に対して細やか、かつ慎重な対

応が求められる。今回のような大災害や複合災害においてはとくに、専任者の

配置が（実際には困難であることが多いが）必須との位置づけをしておきたい。

５）メンタルヘルス活動全般について
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８．小括と今後に向けて

今回のメンタルケア対応は、初動から実施の継続まで、ほぼ１年にわたりず

っと全日本民医連の直接援助を受けながら行ってきた。被災者対応の重要な一

要素であるとともに、心理職を派遣いただいた各県連と心理職の方々の協力が

あって実施できた取り組みであり、あらためて深く感謝します。

被面接者の感想もふまえ、今回の取り組みには以下の意義があったと考える。

職場や私生活でなかなか話せないことを吐露できる場となり、「話していい

んだ」という気持ちになってもらえた

外部からの支援であったため、このことをより促進できた

必要な対象者をある程度選定し、終結/継続相談/受診勧奨の判断が行えた

加えて、全国は一つ、と支え合う民医連の組織風土と力も実感できた。

これまで提示してきた課題については、災害の状況によって表れ方は異なる

が、経験が活きる面もある。今後このような支援が再び必要になった時には私

自身も経験を活かして関ることができれば、と思います。

ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました 2024.8.23 重蔵神社（河井町）夏祭り2024.8.23 重蔵神社（河井町）夏祭り
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第2回全日本民医連心理職全国交流集会
（令和7年7月5日）

災害時の心理的特徴と
心理職としての役割

社会医療法人 芳和会

菊陽病院

公認心理師 安木達彦

熊本災害デジタルアーカイブより

国土交通省 九州地方整備局HPより

今振り返る熊本地震
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今回の発表では、最初に熊本地震の際に心理職として実施し
たこと、そこから見えてきた被災職員の実態、そして能登半
島地震で担った役割について触れたいと思います。そして、
今後の全日本民医連心理職として何が出来るかの材料にして
いただけると幸いです。

まずはじめに

熊本地震における心理職として実施したこと
～職員のメンタルヘルスの実態把握～

• 対象者：当院職員340名

• 目的：
第1回目調査：職員自身が自分の状態に気づいてもらうこと
第2回目以降調査：実際のラインケアに乗せること

• 調査実施期間：地震発生1回目（約2週間後）、2回目（約4週間後）、
3回目（約2カ月後）、4回目（約1年後）の4回に分けてメンタルヘル
スチェックを実施した。

• 使用した調査票：IES-R（改定出来事インパクト尺度）、CES-D（うつ
病自己評価尺度）。
＊CES-Dは2回目以降から使用。
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分類方法
IESーR

●24点以上の職員

⇒トラウマ症状高得点群

●24点未満の職員

⇒トラウマ症状低得点群

CESーD

●16点以上の職員

⇒抑うつ症状高得点群

●16点未満の職員

⇒抑うつ症状低得点群

※通常IES－Rの使用に関しては、出来事が生
じて1ヵ月経過以降に実施することになってお
り、 IES－Rの得点が高得点でも、それが出来
事の発生から1ヵ月未満であれば、急性ストレ
ス反応と判断されることがあるが、今回は目的
で述べたように緊急時の対応として実施。

1回目 2回目 3回目 4回目
回答数 300 306 290 288
回答率 88.20% 90.00% 85.30% 83.50%
有効データ数 300 304 290 288
有効データ率 88.20% 89.40% 85.30% 83.50%
侵入症状平均 8.78 5.95 3.97 3.71
回避症状平均 5.82 3.89 2.96 3.09
過覚醒症状平均 7.86 5.43 3.72 3.07
IES-R平均 22.46 15.28 10.65 9.9
CES-D平均 11.84 9.63 10.18

Table1. トラウマ症状・抑うつ調査における回答結果

被災1ヵ月間は急激
に侵入、回避、過覚
醒症状が強くなる
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37%

63%

Figure. 1～4回目調査時におけるトラウマ症状高得点群とトラウマ症状
低得点群の割合

19%

81%

2回目1回目

11%

89%

4回目
10%

90%

3回目

■トラウマ症状高得点群
■トラウマ症状低得点群

27%

73%

Figure2. 2～4回目調査時における抑うつ症状高得点群と抑うつ症状低得
点群の割合
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80%

3回目

21%

79%

4回目

2回目

■抑うつ症状高得点群
■抑うつ症状低得点群
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また、ストレストリアージ（目的：職員のメンタ
ルヘルスと過重労働について状況を把握）として職
場責任者を通しての、職員全体への聞き取り（精神、
環境、休養状況などについて）を実施。

全職員の5％にあたる職員20名が最も危険・注意と
判定された。トラウマ症状・抑うつ調査の結果も併
せて、ストレスの高い全職員を対象に、面接を計
画・実施していくことを確認。その後支援に来られ
た精神科医師の診察や、心理士による心理相談、職
場長面接などに繋げていった。

その結果

その他取り組み

被災1年目

① 大人（支援者含む）、子ども、高齢者それぞれの方に対する「災害後の傷つ
いた心のケア」をまとめた資料を配布。

② 外部心理士による相談窓口の設置と職員へのリラクセーション実施

③ メンタルヘルスニュースでの情報提供

④ 近隣のクリニック・病院をまとめたパンフレットを作成し紹介

⑤ 保護者(職員）に向けた子どものメンタルケア講演会の開催

⑥ 各職場部会への出張学習会（災害時の心のケア）の開催
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その他取り組み

被災2年目

① 心の健康づくり委員会からのお便り（「遅発性PTSD」、「心の健康をまもる
ために」、「相談窓口の案内」）の発信

被災3年目

① アンケート実施（取り組みの総括）

アンケート（取り組みの総括）結果
【「良かった」または「今後も必要」と評価した取り組み】

① トリアージ：46％

② 大人、子ども、高齢者を対象とした資料の発信：43％

③ 臨床心理士との面談：35％

④ トラウマ症状・抑うつ調査の実施：33％

⑤ リラクセーションの実施：29％

⑥ アニバーサリー反応・遅延性PTSDについての情報発信：27％

⑦ 保護者(職員）に向けた子どものメンタルケア講演会の開催：22％

⑧ 医師との面談：22％

⑨ 各職場部会への出張学習会（災害時の心のケア）の開催：16％
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【災害時に必要と思われる取り組み 一部抜粋】

●休暇、休息が取れる環境に関して

平等な被災休暇、ローテーションによる時短勤務、被災状況に応じた勤
務時間、心身ともに休息できる環境、長期休暇

●仕事と家庭の両立に関して

子どもを預かってくれる体制、食料や水の提供、行政による支援などの
情報発信

●地域への支援活動に関して

支援活動の勤務扱い

●心の整理に関して

気持ちの落ち着かせ方の学習、語る場所の設置、「もっと頑張れたので
はないか」という職員への肯定的なフィードバック

そして、能登半島地震

- 29 -



石川民医連から全日本に被災事業所職員のメンタルヘルスサポートを目
的とした心理職の支援要請があり、

菊陽病院から2名（齊藤・安木）で現地に向かった。

支援期間：1月18日（木）～1月20日（土）の３日間

支援目的 （全日本民医連より）

① スクリーニングとリファー

② 心理教育

③ 現場が求めるニーズを聞き取る

④ アウトリーチで足を運ぶことで、相談しやすい環境づく

りを通して、サポート希求行動を促す

支援に赴く前、支援開始時に考えたいこと

① 支援に耐えられる自分の状況、状態か考慮する。
② 宿泊先、食事場所、必要と思われる資料等について予め準備をする。
③ 対策本部についたら現地の状況や、担当者とその連絡先（報告や緊

急時）の確認をする。
④ 「何か支援をしないといけない」と気張らない。
⑤ 時間が空いている時は積極的に休む
⑥ 受援者の負担も考え、現地のニーズに応じて柔軟に動く。
⑦ 支援後は必ず休日を設ける。
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能登半島地震における事前準備

以下の資料を心理室でまとめ持参

① 熊本地震の際の支援経過のまとめ（スクリーニング検査や医
師面談など）

② 各種メンタルヘルスニュース

③ 不安への対処やリラクセーションの方法の資料

④ 地震後の心理的変化（高齢者や子どもも含む）についての資
料

⇒災害対策本部へお渡しした

現地での心理面談
枠組み：1人30分

目的：その後の相談継続や外部医療機関の受診・服薬についての勧奨の判断

方法：

① K6（日本語版国民生活基礎調査）

5点以上：何らかのうつ・不安の問題

10点以上：うつ・不安障害が疑われる

13点以上：重度のうつ・不安障害が疑われる。

②生活状況についての聞き取り

睡眠状況（入眠困難・中途覚醒・早朝覚醒）、食欲、体調、仕事の状況、休日
の過ごし方、ソーシャルサポート（思いや気持ちを共有できる人）、セルフケ
ア、現在困っていること
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面談で語られたこと

＊生活の大変さ（家の片付け、水汲み、お風呂な
ど）

＊体調面（体調が優れない、疲れ、眠りが浅いな
ど）

＊今後の不安（住む場所、働く場所）

＊息抜きができていない

＊自分より大変な人がいる

＊自分は役に立っているのだろうか

現在の生活の
不便さ

被災による体
調の悪化と疲

労

経済的、仕事
の不安

次の脅威への
臨戦態勢

生活拠点の安定

経済的な安定

対人関係の安定

自己の安定

災害はこれまで安定して
いたものが一気にひっく
り返る現象でもある。

心理支援は被災された方を緊急
処置的に支えることになる
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心理教育（パンフレットを活用）

〇災害後のこころの動き

〇こころとからだの回復とストレス

〇快適な睡眠をとる方法

〇リラックス方法 など

⇒今後自身の心身に起こり得ること（被災
後の動揺は当然起こり得るもの）、その際
に心がけることをお伝えする。

支援終盤に行うべきこと

① 現地の担当者への報告と心理支援記録の作成

⇒自分の支援はどこまで出来たのか、後に続く人に担ってもらいた
い部分の共有

② 支援者自身のケア

⇒支援者自身も日常の生活に戻っていく必要があるため、ゆっくり
と心身を休めることと、上司などによるフォローが必要
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さいごに

震災はいつ、どこで起きるか分かりません。

熊本県連心理部会では、災害時心理支援の仕組みづくりを今後の
方針と定めています。

熊本県連に留まらず、全国の心理師とのつながりも大事にし、い
つでもどこででも支援できる体制を一緒に作りあげていきたいと
思っています。

また、発災直後の大変な時期にあるにも関わらず現地で迎え入れ
てくださった石川県民医連の職員の方々に、改めて感謝申し上げ
ます。

ご清聴ありがとうございました
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